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（１）連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％
2026年１月期 15,651 5.6 1,140 25.7 1,184 6.8 890 12.9

2025年１月期 14,821 △11.4 907 △42.6 1,109 △35.5 788 △28.4

（注）包括利益 2026年１月期 1,168百万円 （△0.5％） 2025年１月期 1,174百万円（△12.7％）

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産
経常利益率

売上高
営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％
2026年１月期 110.62 － 8.7 7.5 7.3
2025年１月期 96.70 － 8.6 6.9 6.1

（参考）持分法投資損益 2026年１月期 －百万円 2025年１月期 －百万円

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭
2026年１月期 15,917 10,644 66.9 1,332.55
2025年１月期 15,700 9,738 62.0 1,194.55

（参考）自己資本 2026年１月期 10,644百万円 2025年１月期 9,738百万円

営業活動による
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円
2026年１月期 1,300 183 △939 2,961
2025年１月期 2,292 △626 △1,785 2,329

年間配当金 配当金総額
(合計)

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

2025年１月期 － 0.00 － 20.00 20.00 163 20.7 1.8

2026年１月期 － 0.00 － 28.00 28.00 223 25.3 2.2

2027年１月期（予
想）

－ 0.00 － 36.00 36.00 30.4

（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期（累計） 7,758 3.8 407 △12.4 410 △21.4 377 △18.1 47.24

通期 16,666 6.5 1,155 1.3 1,206 1.9 945 6.2 118.41

１．2026年１月期の連結業績（2025年２月１日～2026年１月31日）

（２）連結財政状態

（３）連結キャッシュ・フローの状況

２．配当の状況

（注）2026年１月期における１株当たり期末配当金については、20円から28円に変更しております。詳細については、本日（2026年３月13日）

公表いたしました「剰余金の配当（増配）に関するお知らせ」をご覧ください。

３．2027年１月期の連結業績予想（2026年２月１日～2027年１月31日）



①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 2026年１月期 8,176,452株 2025年１月期 8,176,452株

②  期末自己株式数 2026年１月期 188,635株 2025年１月期 23,827株

③  期中平均株式数 2026年１月期 8,047,731株 2025年１月期 8,152,228株

（１）個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％
2026年１月期 7,033 2.3 462 24.9 686 △38.6 482 △45.5

2025年１月期 6,873 △10.7 370 △39.1 1,119 △6.5 886 19.0

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

円 銭 円 銭
2026年１月期 60.00 －
2025年１月期 108.70 －

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭
2026年１月期 8,760 5,586 63.8 699.32
2025年１月期 9,132 5,345 58.5 655.67

（参考）自己資本 2026年１月期 5,586百万円 2025年１月期 5,345百万円

（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭
第２四半期（累計） 3,307 △0.8 29 △79.1 360 0.6 320 12.1 40.17

通期 7,210 2.5 301 △34.9 644 △6.1 490 1.5 61.37

※  注記事項
（１）期中における連結範囲の重要な変更：無

新規  －社  （社名）　　　　　　　　　　　、除外  －社  （社名）

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示
①  会計基準等の改正に伴う会計方針の変更：有
②  ①以外の会計方針の変更              ：無
③  会計上の見積りの変更                ：無
④  修正再表示                          ：無

（注）詳細は（添付資料）14ページ「３．連結財務諸表及び主な注記（５）連結財務諸表に関する注記事項（会計方針の変更に関する

注記）」をご覧ください。

（３）発行済株式数（普通株式）

（参考）個別業績の概要
１．2026年１月期の個別業績（2025年２月１日～2026年１月31日）

（２）個別財政状態

２．2027年１月期の個別業績予想（2026年２月１日～2027年１月31日）

※  決算短信は公認会計士又は監査法人の監査の対象外です

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づ

いており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想に関しましては、添付資料４ページ「１．経営成績

等の概況（５）今後の見通し」をご覧ください。
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１．経営成績等の概況

（１）当期の経営成績の概況

当連結会計年度における我が国経済は、米国の通商政策による影響がみられるものの、堅調な雇用・所得環境を

背景に緩やかな回復基調で推移しました。一方で、不安定な為替相場、物価上昇の継続等が景気の下振れリスクと

なっており、先行きについては依然として不透明な状況が続いております。

当社グループにおきましては、プリント基板分野においては、スマートフォンやパソコン等の民生機器の需要回

復は遅れているものの、ＡＩ関連の半導体需要は高まっており同分野向けのパッケージ基板の需要は増加傾向にあ

ります。液晶関連分野におきましては液晶パネルの大幅な需要回復は見られないものの、中国においては電子部品

実装需要に回復傾向が続いております。

このような環境のもと、当連結会計年度の売上高は156億51百万円（前連結会計年度比5.6％増）となり、営業利

益は11億40百万円（前連結会計年度比25.7％増）、経常利益は11億84百万円（前連結会計年度比6.8％増）、親会

社株主に帰属する当期純利益は８億90百万円（前連結会計年度比12.9％増）となりました。

セグメントごとの経営成績は、次のとおりであります。

【電子機器部品製造装置】

プリント基板分野では、スマートフォンやパソコン等の民生機器向けのプリント基板設備投資は停滞しています

が、ＡＩ関連向けパッケージ基板の設備投資が増加したことや生産消耗品の販売が増加したこと、高機能材料向け

メッキ設備を売上計上したことなどから、前連結会計年度と比較し売上高は増加しました。

液晶関連分野におきましては、液晶パネルの大幅な需要回復が見られないなかで、生産消耗品の販売は増加しま

したが、液晶パネル製造装置の販売が減少し、売上高は前連結会計年度と比較し減少しました。

その結果、売上高は48億76百万円（前連結会計年度比6.5％増）、営業利益は８億６百万円（前連結会計年度比

24.6％増）となりました。

【ディスプレイ及び電子部品】

自動車向け印刷製品及び工作機械並びに産業用機械向け操作パネルについては、顧客の生産調整が続き、売上高

は前連結会計年度と比較し減少しました。

連結子会社におきましては、JPN,INC.は新規顧客開拓や既存顧客の新規量産品獲得に注力したことにより売上高

は前連結会計年度並みとなりましたが、利益面では材料価格等の上昇が影響し前連結会計年度を下回りました。上

海賽路客電子有限公司においては、主要顧客からの受注が増加基調となっており前連結会計年度と比較して増収増

益となりました。

その結果、売上高は107億64百万円（前連結会計年度比5.2％増）、営業利益は３億34百万円（前連結会計年度比

28.3％増）となりました。
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（２）当期の財政状態の概況

当連結会計年度末の総資産は、前連結会計年度末と比べ２億17百万円増加の159億17百万円となりました。

流動資産は、107億56百万円となり前連結会計年度末と比べ６億23百万円増加いたしました。これは受取手形、

電子記録債権、売掛金の売上債権が３億98百万円、現金及び預金が２億81百万円それぞれ増加したことなどによる

ものであります。

固定資産は、51億61百万円となり前連結会計年度末と比べ４億５百万円減少いたしました。これは有形固定資産

合計で４億31百万円減少したことなどによるものであります。

負債は、前連結会計年度末と比べて６億87百万円減少の52億73百万円となりました。

流動負債は、37億91百万円となり前連結会計年度末と比べ32百万円減少いたしました。これは、未払法人税等が

44百万円増加したものの、設備関係支払手形と設備関係電子記録債務の合計が69百万円減少したことなどによるも

のであります。

固定負債は、14億81百万円となり前連結会計年度末と比べ６億55百万円減少いたしました。これは長期借入金が

６億29百万円減少したことなどによるものであります。

純資産は、106億44百万円となり前連結会計年度末と比べ９億５百万円増加いたしました。これは自己株式が99

百万円増加したものの、剰余金の配当を１億63百万円実施しながらも親会社株主に帰属する当期純利益を８億90百

万円計上したことにより利益剰余金が７億27百万円増加したこと、為替換算調整勘定が２億11百万円増加したこと

などによるものであります。

この結果、自己資本比率は66.9％になりました。

（３）当期のキャッシュ・フローの概況

当連結会計年度における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比

べ６億31百万円増加し、29億61百万円となりました。

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況と、それらの要因は次のとおりであります。

【営業活動によるキャッシュ・フロー】

営業活動の結果得られた資金は13億円（前連結会計年度比43.3％減少）となりました。主な増加要因は税金等

調整前当期純利益11億43百万円、減価償却費５億89百万円であり、主な減少要因は売上債権の増加額３億７百万

円であります。

【投資活動によるキャッシュ・フロー】

投資活動の結果得られた資金は１億83百万円（前連結会計年度は６億26百万円の使用）となりました。主な増

加要因は定期預金の払戻による収入29億69百万円、有形固定資産の売却による収入２億70百万円であり、主な減

少要因は定期預金の預入による支出25億38百万円、有形固定資産の取得による支出４億73百万円であります。

【財務活動によるキャッシュ・フロー】

財務活動の結果使用した資金は９億39百万円（前連結会計年度比47.4％減少）となりました。主な増加要因は

短期借入金の純増額59百万円、主な減少要因は長期借入金の返済による支出６億92百万円、配当金の支払額１億

63百万円、自己株式の取得による支出99百万円であります。
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2024年１月期末 2025年１月期末 2026年１月期末

自己資本比率（％） 52.1 62.0 66.9

時価ベースの自己資本比率（％） 35.0 26.7 37.0

キャッシュ・フロー対有利子負債比率（年） 6.5 0.9 1.0

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍） 12.2 53.6 31.5

なお、当社グループの連結キャッシュ・フローの指標のトレンドは下表のとおりであります。

　（注）１．各指標は、いずれも連結ベースの財務数値を用いて、以下の計算式により算出しております。

自己資本比率　　　　　　　　　　　　：自己資本／総資産

時価ベースの自己資本比率　　　　　　：株式時価総額／総資産

キャッシュ・フロー対有利子負債比率　：有利子負債／営業キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ　　：営業キャッシュ・フロー／利払い

２．株式時価総額は、期末株価終値×自己株式控除後の期末発行済株式数により算出しております。

３．有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち、利子を支払っている全ての負債を対象と

しております。

４．営業キャッシュ・フロー及び利払いは、連結キャッシュ・フロー計算書に計上されている「営業活動に

よるキャッシュ・フロー」及び「利息の支払額」を用いております。

（４）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

当社は、安定経営の根幹を成す株主様からの支援に報いるため、株主様への利益配分を安定かつ継続的に実施す

ることを重要な経営課題の一つとして考えており、利益水準や将来の事業展開、配当性向などを総合的に判断し

て、適切な利益配分を行うこととしております。当社の剰余金の配当は、年１回の期末配当を基本的な方針として

おります。期末配当の決定機関は株主総会であります。

当社は、会社法第454条第５項の規定により、取締役会の決議をもって毎年７月31日を基準日として中間配当を

行うことができる旨を定款に定めております。

当社グループの業績は当連結会計年度におきましてはプリント基板関連事業において高機能材料向けメッキ設備

の販売が増加したこと、電子部品実装事業においても中国の電子部品実装需要が増加したことなどから、前連結会

計年度比で増収増益となりました。

配当につきましては上記業績に加え、足元の財政状況、今後の経営環境、配当性向等を総合的に勘案し当期は１

株当たり前期より８円増配の28円、次期におきましても前期より16円増配の36円の期末配当を実施する予定であり

ます。

なお、内部留保資金につきましては、今後予想される経営環境の変化に対応すべく、企業体質の充実強化及び今

後の事業展開のための財源として利用していく予定であります。

当社は、今後も安定かつ継続的に配当を実施しうる利益体質の確立を目指してまいります。

（５）今後の見通し

今後の景気の見通しにつきましては、雇用・所得環境の改善に加え各種政策の効果から緩やかな回復が続くこと

が期待される一方で、不安定な為替相場、物価上昇の継続、アメリカの政策動向など、景気を下押しするリスクも

懸念されます。

このような経済環境の中、当社グループの2027年１月期の連結業績予想は、当社においては高機能材料向けメッ

キ設備、自動車向け印刷製品の販売増加を見込む一方で、人件費、修繕費等販売管理費の増加を想定することなど

から経常損益段階では増収減益を想定し、特別損失の発生を想定していないことから当期純利益は増益を想定して

おります。

連結子会社では、JPN,INC.、上海賽路客電子有限公司ともに顧客の生産動向等を勘案して増収増益を想定してお

ります。

グループ全体では、売上高166億66百万円、経常利益12億６百万円、親会社株主に帰属する当期純利益９億45百

万円を見込んでおります。

なお、業績予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づいたものであり、実際の業績は、今後様々

な要因によって異なる可能性があります。
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２．会計基準の選択に関する基本的な考え方

　当社グループは、連結財務諸表の期間比較可能性及び企業間の比較可能性を考慮し、当面は、日本基準で連結財務

諸表を作成する方針であります。

　なお、今後につきましては、外国人株主比率の推移及び国内の同業他社の国際会計基準の適用動向等を踏まえ、国

際会計基準の適用について検討を進めていく方針であります。
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(2025年１月31日)

当連結会計年度
(2026年１月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 4,086 4,368

受取手形 61 14

電子記録債権 741 1,102

売掛金 2,515 2,601

商品及び製品 363 276

仕掛品 960 985

原材料及び貯蔵品 1,251 1,269

その他 151 140

貸倒引当金 － △0

流動資産合計 10,132 10,756

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 5,858 5,785

減価償却累計額 △4,853 △4,866

建物及び構築物（純額） 1,005 918

機械装置及び運搬具 5,953 6,270

減価償却累計額 △4,352 △4,690

機械装置及び運搬具（純額） 1,601 1,580

工具、器具及び備品 1,390 1,423

減価償却累計額 △1,219 △1,283

工具、器具及び備品（純額） 171 140

土地 1,970 1,800

使用権資産 186 120

減価償却累計額 △46 △53

使用権資産（純額） 139 67

建設仮勘定 86 37

有形固定資産合計 4,975 4,544

無形固定資産

その他 96 72

無形固定資産合計 96 72

投資その他の資産

投資有価証券 124 136

破産更生債権等 8 8

長期未収入金 45 45

退職給付に係る資産 160 218

繰延税金資産 5 37

その他 219 168

貸倒引当金 △68 △68

投資その他の資産合計 494 544

固定資産合計 5,567 5,161

資産合計 15,700 15,917

３．連結財務諸表及び主な注記

（１）連結貸借対照表

- 6 -

㈱石井表記 （6336） 2026年１月期　決算短信



(単位：百万円)

前連結会計年度
(2025年１月31日)

当連結会計年度
(2026年１月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 1,657 1,037

電子記録債務 － 599

短期借入金 663 722

１年内返済予定の長期借入金 420 357

リース債務 43 11

未払金 519 507

未払法人税等 159 204

前受金 46 51

賞与引当金 56 57

設備関係支払手形 80 －

設備関係電子記録債務 － 11

その他 176 231

流動負債合計 3,824 3,791

固定負債

長期借入金 629 －

リース債務 252 184

繰延税金負債 730 814

退職給付に係る負債 516 474

資産除去債務 4 4

その他 3 4

固定負債合計 2,136 1,481

負債合計 5,961 5,273

純資産の部

株主資本

資本金 300 300

資本剰余金 1,107 1,107

利益剰余金 7,333 8,060

自己株式 △20 △120

株主資本合計 8,720 9,347

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 22 43

為替換算調整勘定 977 1,188

退職給付に係る調整累計額 17 64

その他の包括利益累計額合計 1,018 1,296

純資産合計 9,738 10,644

負債純資産合計 15,700 15,917
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　2024年２月１日
　至　2025年１月31日)

当連結会計年度
(自　2025年２月１日

　至　2026年１月31日)

売上高 14,821 15,651

売上原価 11,434 12,021

売上総利益 3,387 3,629

販売費及び一般管理費

貸倒引当金繰入額 0 0

給料及び賞与 824 828

賞与引当金繰入額 16 18

退職給付費用 19 16

減価償却費 151 130

販売手数料 47 36

試験研究費 141 155

その他 1,278 1,303

販売費及び一般管理費合計 2,479 2,488

営業利益 907 1,140

営業外収益

受取利息 92 57

受取配当金 7 8

為替差益 16 －

受取賃貸料 37 41

助成金収入 65 39

増値税還付金 43 27

その他 20 33

営業外収益合計 284 207

営業外費用

支払利息 42 40

為替差損 － 51

シンジケートローン手数料 － 22

賃貸費用 11 19

減価償却費 21 21

その他 6 8

営業外費用合計 82 163

経常利益 1,109 1,184

（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

（連結損益計算書）
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　2024年２月１日
　至　2025年１月31日)

当連結会計年度
(自　2025年２月１日

　至　2026年１月31日)

特別利益

固定資産売却益 5 69

特別利益合計 5 69

特別損失

固定資産売却損 7 －

固定資産除却損 1 13

減損損失 2 97

特別損失合計 11 110

税金等調整前当期純利益 1,103 1,143

法人税、住民税及び事業税 254 228

法人税等調整額 61 25

法人税等合計 315 253

当期純利益 788 890

親会社株主に帰属する当期純利益 788 890
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(自　2024年２月１日
　至　2025年１月31日)

当連結会計年度
(自　2025年２月１日

　至　2026年１月31日)

当期純利益 788 890

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 2 20

為替換算調整勘定 380 211

退職給付に係る調整額 3 46

その他の包括利益合計 386 278

包括利益 1,174 1,168

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 1,174 1,168

非支配株主に係る包括利益 － －

（連結包括利益計算書）
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(単位：百万円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 300 1,107 6,667 △20 8,054

当期変動額

剰余金の配当 － － △122 － △122

親会社株主に帰属する
当期純利益

－ － 788 － 788

自己株式の取得 － － － △0 △0

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

－ － － － －

当期変動額合計 － － 666 △0 665

当期末残高 300 1,107 7,333 △20 8,720

その他の包括利益累計額

純資産合計
その他有価証
券評価差額金

為替換算調整勘定
退職給付に係る

調整累計額
その他の包括利益

累計額合計

当期首残高 19 597 14 631 8,686

当期変動額

剰余金の配当 － － － － △122

親会社株主に帰属する
当期純利益

－ － － － 788

自己株式の取得 － － － － △0

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

2 380 3 386 386

当期変動額合計 2 380 3 386 1,052

当期末残高 22 977 17 1,018 9,738

（３）連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度（自　2024年２月１日　至　2025年１月31日）
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(単位：百万円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 300 1,107 7,333 △20 8,720

当期変動額

剰余金の配当 － － △163 － △163

親会社株主に帰属する
当期純利益

－ － 890 － 890

自己株式の取得 － － － △99 △99

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

－ － － － －

当期変動額合計 － － 727 △99 627

当期末残高 300 1,107 8,060 △120 9,347

その他の包括利益累計額

純資産合計
その他有価証
券評価差額金

為替換算調整勘定
退職給付に係る

調整累計額
その他の包括利益

累計額合計

当期首残高 22 977 17 1,018 9,738

当期変動額

剰余金の配当 － － － － △163

親会社株主に帰属する
当期純利益

－ － － － 890

自己株式の取得 － － － － △99

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

20 211 46 278 278

当期変動額合計 20 211 46 278 905

当期末残高 43 1,188 64 1,296 10,644

当連結会計年度（自　2025年２月１日　至　2026年１月31日）
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　2024年２月１日
　至　2025年１月31日)

当連結会計年度
(自　2025年２月１日

　至　2026年１月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 1,103 1,143

減価償却費 641 589

減損損失 2 97

貸倒引当金の増減額（△は減少） 0 0

賞与引当金の増減額（△は減少） △2 △0

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △43 △35

受取利息及び受取配当金 △100 △65

助成金収入 △65 △39

支払利息 42 40

有形固定資産売却損益（△は益） 1 △69

有形固定資産除却損 1 13

売上債権の増減額（△は増加） 1,195 △307

棚卸資産の増減額（△は増加） 352 82

仕入債務の増減額（△は減少） △261 △46

未払金の増減額（△は減少） △26 △35

前受金の増減額（△は減少） △73 5

その他 △281 62

小計 2,486 1,433

利息及び配当金の受取額 99 59

利息の支払額 △42 △41

法人税等の支払額 △317 △190

助成金の受取額 65 39

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,292 1,300

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △431 △473

有形固定資産の売却による収入 8 270

無形固定資産の取得による支出 △7 △31

投資有価証券の償還による収入 － 30

投資有価証券の取得による支出 △12 △12

定期預金の預入による支出 △2,716 △2,538

定期預金の払戻による収入 2,547 2,969

その他 △14 △30

投資活動によるキャッシュ・フロー △626 183

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △1,163 59

長期借入金の返済による支出 △421 △692

リース債務の返済による支出 △78 △43

自己株式の取得による支出 △0 △99

配当金の支払額 △122 △163

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,785 △939

現金及び現金同等物に係る換算差額 222 86

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 102 631

現金及び現金同等物の期首残高 2,226 2,329

現金及び現金同等物の期末残高 2,329 2,961

（４）連結キャッシュ・フロー計算書
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

　該当事項はありません。

（会計方針の変更に関する注記）

（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）

　「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号　2022年10月28日。以下「2022年改

正会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用しております。

　法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年改正会計基準第20-

３項ただし書きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針

第28号　2022年10月28日）第65-２項(2)ただし書きに定める経過的な取扱いに従っております。なお、当該会計

方針の変更による連結財務諸表への影響はありません。

（セグメント情報等の注記）

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

　当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であ

り、取締役会が、経営資源の配分の決定及び経営成績を評価するために、定期的に検討を行う対象となって

いるものであります。

　当社は、取り扱う製品・サービス別に国内及び海外の包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しておりま

す。また、当社の関係会社は当社管轄のもと、事業運営を行っております。したがって当社グループは事業

活動を基礎とした製品、サービス別セグメントから構成されており、これらを事業セグメントと認識した上

で、集約基準に基づいて製品の内容、製品の販売市場等の類似性を基に集約した結果、「電子機器部品製造

装置事業」、「ディスプレイ及び電子部品事業」の２つを報告セグメントとしております。

　「電子機器部品製造装置事業」はプリント基板製造装置、インクジェットコーター等の製造、販売を行っ

ております。「ディスプレイ及び電子部品事業」はメンブレンスイッチパネル、シルク印刷、ネームプレー

ト等の製造、販売を行っております。

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額の算定方法

　報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、連結財務諸表を作成するために採用される会計方針

に準拠した方法であります。

　報告セグメントの損益は、営業損益ベースの数値であります。
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（単位：百万円）

報告セグメント

その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

連結財務
諸表計上
額(注)３

電子機器部
品製造装置

ディスプレ
イ及び電子
部品

計

売上高

外部顧客への売上高 4,577 10,233 14,811 9 14,821 － 14,821

セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ － － － － － －

計 4,577 10,233 14,811 9 14,821 － 14,821

セグメント利益又はセグメン

ト損失（△）
647 260 908 △0 907 － 907

セグメント資産 3,538 9,935 13,474 1 13,475 2,224 15,700

その他の項目

減価償却費 84 521 606 0 606 27 633

有形固定資産及び無形固定

資産の増加額
31 404 435 － 435 10 446

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度（自　2024年２月１日　至　2025年１月31日）

（注）１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれていない事業セグメント及び付随的な収益を獲得するに過ぎない

構成単位であります。

２．調整額は以下のとおりであります。

セグメント資産の調整額は、当社の現金及び預金ならびに投資有価証券、遊休資産等であります。

減価償却費の調整額は、報告セグメントに帰属しない管理部門に係る資産の減価償却費であります。

有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額は、主として当社基幹システム更新に係る投資額でありま

す。

３．セグメント利益又はセグメント損失（△）の合計は、連結損益計算書の営業利益と一致しております。

４．セグメント負債については、意思決定に使用していないため、記載しておりません。
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（単位：百万円）

報告セグメント

その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

連結財務
諸表計上
額(注)３

電子機器部
品製造装置

ディスプレ
イ及び電子
部品

計

売上高

外部顧客への売上高 4,876 10,764 15,641 9 15,651 － 15,651

セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ － － － － － －

計 4,876 10,764 15,641 9 15,651 － 15,651

セグメント利益又はセグメン

ト損失（△）
806 334 1,141 △0 1,140 － 1,140

セグメント資産 3,509 10,100 13,610 1 13,611 2,306 15,917

その他の項目

減価償却費 78 473 552 0 552 26 578

有形固定資産及び無形固定

資産の増加額
18 419 438 － 438 9 447

当連結会計年度（自　2025年２月１日　至　2026年１月31日）

（注）１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれていない事業セグメント及び付随的な収益を獲得するに過ぎない

構成単位であります。

２．調整額は以下のとおりであります。

セグメント資産の調整額は、当社の現金及び預金ならびに投資有価証券、遊休資産等であります。

減価償却費の調整額は、報告セグメントに帰属しない管理部門に係る資産の減価償却費であります。

有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額は、主として当社基幹システム更新に係る投資額でありま

す。

３．セグメント利益又はセグメント損失（△）の合計は、連結損益計算書の営業利益と一致しております。

４．セグメント負債については、意思決定に使用していないため、記載しておりません。

- 16 -

㈱石井表記 （6336） 2026年１月期　決算短信



（単位：百万円）

日本 中国
アジア

（中国除く）
その他 合計

4,233 8,058 2,442 86 14,821

（単位：百万円）

日本 中国 フィリピン 合計

3,419 1,017 538 4,975

【関連情報】

前連結会計年度（自  2024年２月１日  至  2025年１月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

２．地域ごとの情報

(1) 売上高

（注）　売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。

(2) 有形固定資産

３．主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載を省

略しております。
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（単位：百万円）

日本 中国
アジア

（中国除く）
その他 合計

4,159 8,773 2,680 37 15,651

（単位：百万円）

日本 中国 フィリピン 合計

2,976 947 619 4,544

当連結会計年度（自  2025年２月１日  至  2026年１月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

２．地域ごとの情報

(1) 売上高

（注）　売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。

(2) 有形固定資産

３．主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載を省

略しております。
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報告セグメント

その他 全社・消去 合計
電子機器部品

製造装置
ディスプレイ及

び電子部品
計

減損損失 － 1 1 － 0 2

報告セグメント

その他 全社・消去 合計
電子機器部品

製造装置
ディスプレイ及

び電子部品
計

減損損失 － 88 88 － 9 97

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度（自  2024年２月１日  至  2025年１月31日）

（単位：百万円）

　（注）　「全社・消去」の金額は、セグメントに帰属しない全社資産に係る減損損失であります。

当連結会計年度（自  2025年２月１日  至  2026年１月31日）

（単位：百万円）

　（注）　「全社・消去」の金額は、セグメントに帰属しない全社資産に係る減損損失であります。

【報告セグメントごとののれん償却額及び未償却残高に関する情報】

前連結会計年度（自  2024年２月１日  至  2025年１月31日）

　該当事項はありません。

当連結会計年度（自  2025年２月１日  至  2026年１月31日）

　該当事項はありません。

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前連結会計年度（自  2024年２月１日  至  2025年１月31日）

　該当事項はありません。

当連結会計年度（自  2025年２月１日  至  2026年１月31日）

　該当事項はありません。
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（単位：百万円）

報告セグメント

その他

（注）１
合計電子機器部

品製造装置

ディスプレイ

及び電子部品
計

プリント基板関連事業 2,804 － 2,804 － 2,804

液晶関連事業 1,359 － 1,359 － 1,359

印刷・表面加工事業 － 2,375 2,375 － 2,375

操作パネル関連事業 － 1,331 1,331 － 1,331

電子部品実装事業 － 6,418 6,418 － 6,418

その他 413 107 521 9 531

外部顧客への売上高（注）２ 4,577 10,233 14,811 9 14,821

（単位：百万円）

報告セグメント

その他

（注）１
合計電子機器部

品製造装置

ディスプレイ

及び電子部品
計

プリント基板関連事業 3,253 － 3,253 － 3,253

液晶関連事業 1,123 － 1,123 － 1,123

印刷・表面加工事業 － 2,423 2,423 － 2,423

操作パネル関連事業 － 1,186 1,186 － 1,186

電子部品実装事業 － 7,100 7,100 － 7,100

その他 500 53 553 9 563

外部顧客への売上高（注）２ 4,876 10,764 15,641 9 15,651

（収益認識関係）

１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

前連結会計年度（自　2024年２月１日　至　2025年１月31日）

財又はサービスの種類別の内訳

　（注）１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれていない事業セグメント及び付随的な収益を獲得するに過ぎな

い構成単位であります。

２．外部顧客への売上高は、顧客との契約から生じる収益を源泉としております。

当連結会計年度（自　2025年２月１日　至　2026年１月31日）

財又はサービスの種類別の内訳

　（注）１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれていない事業セグメント及び付随的な収益を獲得するに過ぎな

い構成単位であります。

２．外部顧客への売上高は、顧客との契約から生じる収益を源泉としております。
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前連結会計年度
（自　2024年２月１日

至　2025年１月31日）

当連結会計年度
（自　2025年２月１日

至　2026年１月31日）

１株当たり純資産額 1,194円55銭 1,332円55銭

１株当たり当期純利益 96円70銭 110円62銭

前連結会計年度
（自　2024年２月１日

至　2025年１月31日）

当連結会計年度
（自　2025年２月１日

至　2026年１月31日）

１株当たり当期純利益

親会社株主に帰属する当期純利益

　　　　　　　　　　　　　（百万円）
788 890

普通株主に帰属しない金額　（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

当期純利益　　　　　　　　（百万円）
788 890

普通株式の期中平均株式数　  （千株） 8,152 8,047

（１株当たり情報の注記）

　（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

（重要な後発事象の注記）

該当事項はありません。
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(単位：百万円)

前事業年度
(2025年１月31日)

当事業年度
(2026年１月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,251 1,508

受取手形 61 14

電子記録債権 585 704

売掛金 1,179 880

商品及び製品 86 28

仕掛品 887 791

原材料及び貯蔵品 271 250

その他 79 178

貸倒引当金 － △0

流動資産合計 4,403 4,356

固定資産

有形固定資産

建物 858 763

構築物 49 46

機械及び装置 467 318

車両運搬具 2 1

工具、器具及び備品 46 39

土地 1,970 1,800

建設仮勘定 22 4

有形固定資産合計 3,417 2,974

無形固定資産

ソフトウエア 82 36

その他 3 5

無形固定資産合計 85 42

投資その他の資産

投資有価証券 124 136

関係会社株式 479 479

関係会社出資金 403 403

破産更生債権等 6 6

長期未収入金 41 42

前払年金費用 134 163

その他 140 258

貸倒引当金 △104 △104

投資その他の資産合計 1,225 1,387

固定資産合計 4,728 4,404

資産合計 9,132 8,760

４．個別財務諸表及び主な注記

（１）貸借対照表
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(単位：百万円)

前事業年度
(2025年１月31日)

当事業年度
(2026年１月31日)

負債の部

流動負債

支払手形 699 －

電子記録債務 － 599

買掛金 212 268

短期借入金 500 700

１年内返済予定の長期借入金 420 357

リース債務 38 2

未払金 342 277

未払法人税等 59 112

前受金 42 49

その他 153 114

流動負債合計 2,470 2,480

固定負債

長期借入金 629 －

リース債務 8 5

繰延税金負債 62 77

退職給付引当金 525 518

資産除去債務 4 4

債務保証損失引当金 87 88

固定負債合計 1,316 694

負債合計 3,787 3,174

純資産の部

株主資本

資本金 300 300

資本剰余金

資本準備金 8 8

その他資本剰余金 1,059 1,059

資本剰余金合計 1,068 1,068

利益剰余金

利益準備金 66 66

その他利益剰余金

固定資産圧縮積立金 42 37

繰越利益剰余金 3,866 4,191

利益剰余金合計 3,975 4,295

自己株式 △20 △120

株主資本合計 5,322 5,542

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 22 43

評価・換算差額等合計 22 43

純資産合計 5,345 5,586

負債純資産合計 9,132 8,760

- 23 -

㈱石井表記 （6336） 2026年１月期　決算短信



(単位：百万円)

前事業年度
(自　2024年２月１日
　至　2025年１月31日)

当事業年度
(自　2025年２月１日

　至　2026年１月31日)

売上高 6,873 7,033

売上原価 4,877 4,958

売上総利益 1,995 2,075

販売費及び一般管理費 1,625 1,612

営業利益 370 462

営業外収益

受取利息及び配当金 721 265

受取賃貸料 29 20

為替差益 46 －

その他 13 22

営業外収益合計 810 308

営業外費用

支払利息 25 22

シンジケートローン手数料 － 22

為替差損 － 3

賃貸費用 11 9

減価償却費 21 21

その他 3 5

営業外費用合計 61 85

経常利益 1,119 686

特別利益

固定資産売却益 5 69

特別利益合計 5 69

特別損失

固定資産売却損 7 －

固定資産除却損 1 13

減損損失 0 95

債務保証損失引当金繰入額 0 0

特別損失合計 10 109

税引前当期純利益 1,114 647

法人税、住民税及び事業税 186 158

法人税等調整額 41 5

法人税等合計 227 164

当期純利益 886 482

（２）損益計算書
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(単位：百万円)

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
その他資本剰
余金

資本剰余金合
計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合
計固定資産圧

縮積立金
繰越利益剰余
金

当期首残高 300 8 1,059 1,068 66 47 3,097 3,211

当期変動額

剰余金の配当 － － － － － － △122 △122

固定資産圧縮積立
金の取崩

－ － － － － △5 5 －

当期純利益 － － － － － － 886 886

自己株式の取得 － － － － － － － －

株主資本以外の項
目の当期変動額
（純額）

－ － － － － － － －

当期変動額合計 － － － － － △5 768 763

当期末残高 300 8 1,059 1,068 66 42 3,866 3,975

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式

株主資本合
計

その他有
価証券評
価差額金

評価・換算
差額等合計

当期首残高 △20 4,559 19 19 4,579

当期変動額

剰余金の配当 － △122 － － △122

固定資産圧縮積立
金の取崩

－ － － － －

当期純利益 － 886 － － 886

自己株式の取得 △0 △0 － － △0

株主資本以外の項
目の当期変動額
（純額）

－ － 2 2 2

当期変動額合計 △0 763 2 2 766

当期末残高 △20 5,322 22 22 5,345

（３）株主資本等変動計算書

前事業年度（自　2024年２月１日　至　2025年１月31日）
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(単位：百万円)

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
その他資本剰
余金

資本剰余金合
計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合
計固定資産圧

縮積立金
繰越利益剰余
金

当期首残高 300 8 1,059 1,068 66 42 3,866 3,975

当期変動額

剰余金の配当 － － － － － － △163 △163

固定資産圧縮積立
金の取崩

－ － － － － △4 4 －

当期純利益 － － － － － － 482 482

自己株式の取得 － － － － － － － －

株主資本以外の項
目の当期変動額
（純額）

－ － － － － － － －

当期変動額合計 － － － － － △4 324 319

当期末残高 300 8 1,059 1,068 66 37 4,191 4,295

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式

株主資本合
計

その他有
価証券評
価差額金

評価・換算
差額等合計

当期首残高 △20 5,322 22 22 5,345

当期変動額

剰余金の配当 － △163 － － △163

固定資産圧縮積立
金の取崩

－ － － － －

当期純利益 － 482 － － 482

自己株式の取得 △99 △99 － － △99

株主資本以外の項
目の当期変動額
（純額）

－ － 20 20 20

当期変動額合計 △99 219 20 20 240

当期末残高 △120 5,542 43 43 5,586

当事業年度（自　2025年２月１日　至　2026年１月31日）
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（４）個別財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

　該当事項はありません。

（会計方針の変更に関する注記）

（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）

　「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号　2022年10月28日。以下「2022年改

正会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用しております。

　法人税等の計上区分に関する改正については、2022年改正会計基準第20-３項ただし書きに定める経過的な取

扱いに従っております。なお、当該会計方針の変更による財務諸表への影響はありません。
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